



















































































































































年齢 度数 ％ 度数 ％
18～19 79 1.1 1,000 2.5
20～29 525 7.3 6,006 14.8
30～39 1,458 20.2 9,362 23.1
40～49 1,441 20.0 8,575 21.2
50～59 996 13.8 5,215 12.9
60～64 660 9.2 2,876 7.1
65～69 669 9.3 2,416 6.0
70～74 570 7.9 1,952 4.8
75～ 762 10.6 3,113 7.7





性別 度数 ％ 度数 ％
男性 2,967 41.1 20,134 49.7
女性 4,176 57.9 20,381 50.3



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































活動 性別 年齢 地区
高齢期の希望
（労働）
男性＞女性
40～60代前半
が高い
大きな違いなし
要支援者に対
する意識
大きな違い
なし
10代、60～70
代前半が高い
大きな違いなし
ボランティア
参加
大きな違い
なし
20～40代で低
く、50代以降
高い
東小学校区で高く、
市が洞小学校区で低
い
注：χ二乗検定（両側検定）では、いずれも p<.01で有意
　高齢期の希望については、「収入にこだわらないが、
働くことは継続していきたい」は女性が17％であるの
に対して男性が21％、「経済的に自立するために、現役
同様に働きたい」は女性10％、男性14％と、やや男性
の方が高くなる傾向が認められる。
　年代別では、高齢期の希望について、「趣味や余暇を
楽しみたい」は10代で67％と最も高く、年齢が上がる
につれて下がり、50代で30％と最も低くなる。60代に
なると60代前半で37％、60代後半33％である。この傾
向と反比例する形で、「収入にこだわらないが、働くこ
とは継続していきたい」という回答も、「経済的に自立
するために、現役同様に働きたい」という回答のいずれ
も、50代がそれぞれ24％、20％と最も高い。50代がピー
クで、年齢が上がるほど、そして下がるほど低くなり、
10代ではどちらも５％である。
　要支援者に対する意識においても、「近隣に住む者と
して、できる範囲で支援したい」という回答は10代ほ
ど少なく、70代前半までは年齢が上がるほど上昇する
が、75歳以上になる27％と減少していく。「支援したい
が、何をすればいいかわからない」という回答は10代
が最も高く38％である。20代～60代後半にかけては
20％台であるが、相対的に20代と60代前半で若干高く
なっている。70歳代では、70代前半が18％、75歳以上
が11％と減少する。「支援したいが、自分のことで精一
杯でその余裕がない」という回答は、10代（34％）
→30代（47％）と上昇する。逆に40代（41％）から60
代前半（27％）にかけて減少していくが、75歳以上で
は41％と高くなる。
　ボランティア参加については、「現在参加している」
が20代、30代で２％と最も低く、60代後半、70代前半
で13％と最も高くなっている。また、注目されるのは、
30代から60代前半にかけては「参加したことがない」
というボランティア経験なしという層が７割を超えてい
るのに対して、20代で約６割、10代では56％と減少し
ている点である。つまり、若い世代ほど何らかの形でボ
ランティア経験がある層が増えており、参加は少ないも
のの、「参加したくない」という回答も少ないことから、
今後時間的な余裕が生まれるにしたがって、ボランティ
ア参加が可能な潜在的な層となっていることを示唆する
ものである。
　最後に、他の調査項目では大きな違いが見られた地区
別の分析を行ってみたが、地域活動参加については大き
な違いが認められなかった。
6‒2. ボランティア参加希望
　今後のボランティア参加の希望では、「災害時の援助
に関する活動」が31.5％と最も多く、「環境美化に関す
る活動」28.9％、「芸術・文化・スポーツに関する活動」
26.6％、「まちづくりに関する活動」25.3％と続く。広い
意味での福祉的な活動と言える「子育てに関する支援活
動」、「子どもの健全育成に関する活動」、「高齢者への支
援活動」は、それぞれ２割強の希望があった（図19）。
21.2 
13.7 
22.8 
20.1 
25.3 
31.5 
20.2 
26.6 
28.9 
16.3 
高齢者への支援活動
障がい児・者への支援活動
子育てに関する支援活動
子どもの健全育成に関する活動
まちづくりに関する活動
災害時の援助に関する活動
地域の防犯についての活動
芸術・文化・スポーツに関する活動
環境美化に関する活動
無回答
図19　ボランティア参加希望（％）
（「現在参加している」「以前参加したことがある」「参加したことがない」
と回答されたサンプルのみ抽出、N＝6,830）
７．考察と提言
7‒1. 考察
　最後に、本調査分析全体を踏まえた考察結果をまとめ
ておきたい。
　アンケートに対する回答率は、「住民意見の反映と参
加」という観点からいえば、全体的に36％（特に、性
別では男性、年代では10代と20代）と低く、策定過程
においても、また今後、地域福祉を推進するにあたって
も重点的な施策が必要となる。アンケートへの回答その
ものが、「住民参加」と捉え直せば、地域福祉推進にお
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ける参加意欲や関心等の問題として、行政、地域社会、
住民個人のそれぞれの課題を分析、解釈し策定を進める
べきであろう13）。
　老後・介護問題、健康、経済、防災や防犯についての
不安が多いが、これらは地域福祉計画・地域福祉活動計
画の策定を進め、地域包括ケアシステムを構築、実現す
る過程において、徐々に軽減されていくものと思われ
る。現在実施されている、高齢・介護問題を担当する地
域包括支援センター、災害時要援護者登録制度、障がい
者相談支援事業等、各福祉制度の認知度の低さからも、
そもそも福祉制度や福祉事業自体が知られていない。加
えて、地域福祉推進の担い手である社会福祉協議会、民
生委員の認知度も低い。いずれにしても、地域をベース
に提供されるサービスや制度、提供機関や人がいるにも
かかわらず、知られていないということは、不安を高め
るひとつの要因であろう。そのような中であるからこ
そ、より身近で親しみやすい地域（学区）をベースにし
た地域包括ケアシステムやコミュニティソーシャルワー
カー、地区社協への必要性や期待（８～９割）が高まっ
ているのではないだろうか。
　ボランティアの参加希望については、東日本大震災の
影響があってか災害時の援助が最も多く、次いで環境美
化、芸術・文化・スポーツ、まちづくりと続いている。
反面、福祉三分野といわれる障がい（児）者、高齢者、
児童への対人ボランティアの参加希望は低く、関心の度
合いとも関連しているように思われる。対人ボランティ
アへの参加希望が低い中、対人ボランティアである災害
時の援助が高く出ていることから、防災をきっかけに、
福祉三分野への関心を高めていくことが可能なのではな
いか。災害、防災、減災への関心は、災害時に災害ボラ
ンティアセンターを立ち上げる社会福祉協議会自体、社
会福祉協議会が平常時に運営するボランティアセン
ター、さらに支援が必要な人への見守り活動を行ってい
る民生委員、災害時要援護者登録制度、それぞれへの認
知度や理解度を必然的に深めるものと思われる。厚生労
働省から出された平成19年８月の「要援護者に係る情
報の把握・共有及び安否確認等の円滑な実施について」
（要援護者支援に係る実施通知）において、災害時など
の緊急事態の際の「要援護者の支援」について市町村地
域福祉計画にその把握方法、情報共有、支援等の方策を
「盛り込む事項」として要請されている。その対象者
（要援護者）とは、まさに、高齢者（要介護認定者、ひ
とり暮らし高齢者世帯、高齢者夫婦世帯）、障がい者、
妊産婦や乳幼児、子育て家庭等である。よって、本計画
の策定を基礎に構築される長久手市地域包括ケアシステ
ムには、災害時などの緊急事態の際の要援護者の支援方
策を積極的に取り込んで実現されなければならない。災
害弱者（障がい者、高齢者、児童等）を見守り、地域で
支えるためには、コミュニティワークの観点からも社会
福祉協議会が果たす役割は大きく、さらにライフライン
の寸断等の災害時には学区（小・中）よりもさらに小さ
な地域（小地域）である町内会や隣組（班・組・区）で
のつながりや助け合いが求められる。よって、日常的な
声がけや見守り活動、地域のつながり（ネットワーク）
を促進させる中核、拠点としての地区社会福祉協議会
（地区社協）の設置は必須であろう。アンケートにおい
ても、８割を超えて「必要」としている。
　上記、災害弱者とは、本アンケート調査では「近所の
要支援者」でもある。要支援者への支援意欲（「支援し
たい」）は、「何をしたらよいかわからない」「自分のこ
とで精一杯でその余裕がない」などの理由はあるもの
の、９割を超えている。その際、「手助けできること」と
して、見守りや安否確認の声かけ、話し相手、災害時の
手助けが多く、この手助けの意欲が、行動へとつながれ
ば、災害弱者を地域で見守り、支えることが可能となる
のではないか。その旗振り役、コーディネイト役、まと
め役として社会福祉協議会、さらに地域に密着した地区
社会福祉協議会の存在意義は大きい。
　「手助けできる内容」において、「対人関係」から見る
と、気軽で容易な対人関係（見守りや声かけ、話し相
手、災害時の手助け）は高いが、互いにストレスやプラ
イバシーを伴う対人関係（「悩み事の相談相手」、家の中
に入る支援）は低くなっている。これは、近所に住む者
として行うには、限界があることを示しているのではな
いだろうか。やはり、これらは専門性を要する領域では
なかろうか。特に「悩み事」などは時にメンタルな問題
へと発展する場合も想定されるため、近所の方の情報
は、予防や発見機能として位置づけ、専門家へとつなが
ることが望ましい。またその情報は、地区社会福祉協議
会、民生委員、社会福祉協議会、行政等へスムーズにつ
ながり、当事者はどのような内容であれ専門家にワンス
トップで相談でき、相談後も継続的に地域で支えられ
る、という仕組み（システム）が求められる。このシス
テムの中に入って活動する専門的相談員であり、コー
ディネーターがコミュニティソーシャルワーカーであ
る。アンケートでもコミュニティソーシャルワーカーの
配置の必要性が９割を超えている。
　高齢期の希望を見ると「趣味や余暇（４割）」、「働く
意欲（３割）」が高く、「地域でのボランティア活動」は
わずか３％である。趣味や余暇は30代をピークに減少
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し、60代からは自らの健康問題を自覚してくるのか健
康づくりへの関心が高まってくる。75歳以上では趣味
や余暇と健康づくりがほぼ差がなくなり、「何もしない
でのんびりしたい」割合が増加する。地域でのボラン
ティア活動は年代を問わず３～４％と低い。
　趣味や余暇を生かし、働く意欲を高め、健康も増進さ
れ、地域社会にも貢献できるものは何かないだろうか？
地域福祉計画や地域包括ケアシステムは、公私協働を前
提に進められる。またボランティア活動は決して強制さ
れるものではない。その上で、これらを同時に満たすも
ののひとつに「NPO活動」（あるいは有償ボランティア）
があげられる。自らの特技や趣味を生かし、収益をあげ
られ、生き甲斐とも結びつき、社会貢献も可能となる。
地域福祉の実現に非常に重要な位置を占めてきているの
が NPO法人である。行政との連携は不可欠となってき
ている。社会福祉法107条第２項では、「地域における
社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項」
として、ボランティア団体・NPO法人の支援や法人化
の促進も含まれている。特技ややりがいを持った地域住
民や分野に特化した法人の主体的な地域福祉活動への参
入、推進は、地域包括ケアシステムの構築、成長、発展
に不可欠なものである。
7‒2. 提言
　上記の考察を踏まえ、特に重要なポイントについて３
点に分けてまとめておこう。
①福祉制度・サービスに対する認知度の低さ
　まず、地域福祉計画策定に向けて最も重視すべき点
は、長久手市、および長久手市社会福祉協議会の福祉制
度・サービスに対する認知度の低さである。全般的な広
報活動も必要であるが、その際、次の点に留意が必要と
思われる。
　第１に、特に認知度が低い10～40代への広報活動で
ある。
　第２に、認知度の地域間格差への配慮である。全般的
に、社会福祉協議会、ボランティアセンターがある東小
学校区で認知度が高く、逆に市が洞小学校区で低い傾向
が認められる。特に市が洞小学校区への広報活動が必要
と考えられる。
②近隣での支援、ボランティア参加の低さ
　本調査の結果から確認しておくべきは、地域活動、特
に近隣での支援、ボランティア参加の低さである。なか
でも10～40代で特に低い傾向が認められる。
　近隣での支援については、「支援したいが、何をすれ
ばいいかわからない」と回答された層でも、「見守りや
安否確認の声かけ」68.4％、「話し相手」41.1％と支援の
可能性を述べていた。ここからは、支援に対するイメー
ジを喚起する情報提供、活動をうながすモデルがあれ
ば、支援につなげていくことが期待できるのではない
か。
　また、今後のボランティア参加の希望では、広い意味
での福祉的な活動と言える「子育てに関する支援活動」、
「子どもの健全育成に関する活動」、「高齢者への支援活
動」は、それぞれ２割強の希望にすぎなかった。しか
し、「災害時の援助に関する活動」が31.5％と最も多く、
「環境美化に関する活動」28.9％、「芸術・文化・スポー
ツに関する活動」26.6％、「まちづくりに関する活動」
25.3％と相対的に高くなっている。こうした活動と連動
する形での地域福祉ボランティア支援を進めていくこと
が一定の有効性を持つと考えられる。
③福祉以外の事業との連携
　生活上の不安としては、「災害時の備えに関すること」
「介護の問題」「経済的な問題」が３割を超えており、選
択式回答にも多く見られた「地域の治安」については約
1/4が回答している。こうした生活上の安心との関連も
考慮すべきと言える。
　また、平成24年度に実施された長久手市市民意識調
査では、今後、長久手市が最も力を入れていくべき施策
に対する質問（複数回答、上位３つを選ぶ）において、
「高齢者福祉の充実」が25.5％と多かった。関連して、
「乳幼児・児童福祉の充実」が18.4％であるが、「公共交
通機関の整備」が18.8％と続いている点が注目される
（長久手市企画部企画政策課編，2012）。本調査、特に多
くの記述式回答から明らかになったのは、「公共交通機
関の整備」と地域福祉的課題と密接に関連している点で
ある（佐野・松宮編，2013）。
　以上の点から、今後は、様々な行政によるサービスと
福祉サービスとの連携という課題に取り組むことが重要
であり、逆に、ここから福祉サービスを充実させていく
という道筋も期待できる。
　さて、これまで調査データの分析、考察を行ってきた
が、これらの知見がどのように地域福祉計画策定に向け
て活用されるのかが重要である。これまで、「ニーズ把
握や住民意識を重視したという姿勢を強調するアリバイ
作りのような調査があることも否定できない」（高野，
2011：48）という問題が指摘されてきた14）。こうした批
判に対して、この調査結果の分析をどれだけ具体的なア
クションにつなげていけるかが重要である。
　その意味で、以下のような具体的な提言を行いたい。
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カッコ内は担当部署である。
①地域福祉計画・地域福祉活動計画の策定において、地
域包括ケアシステムの構築に向けて、当該システムの
理解を促し、年度ごとの工程表を住民に示す（できれ
ば数値目標を）。 （行政、社会福祉協議会）
②具体的な年度計画には、それぞれの保健医療福祉圏域
（学区、町内会、隣組等）を明確にし、公私協働を前
提に、ａ．サービス提供体制、ｂ．住民の参加の促進に
分け、ａ．としては、地域包括支援センターと他の
サービス提供機関や人との有機的連携、ｂ．として地
区社会福祉協議会の設置と地域福祉活動を推進（中で
も声かけ、見守り・支え合いネットワーク、サロン活
動）する。 （行政、社会福祉協議会）
③ボランティアの機会や情報の提供、ボランティア団体
や NPO法人の設立支援。 （社会福祉協議会）
④保健・医療・福祉コーディネーター（コミュニティ
ソーシャルワーカー）を、専門性を持った職員と非専
門的な職員で構成し、各圏域に配置する。いずれも有
給職員が望ましい。 （行政）
⑤災害時要援護者登録制度に対する理解と登録者数を増
加させ、災害、防災、減殺を地域福祉との関連で考
え、実践する機会を設ける（自主防災組織の育成と要
援護者を想定しての避難訓練、福祉避難所運営、災害
ボラセンの設置等の実施）。 （行政、社会福祉協議会）
⑥広報活動、情報提供の促進。 （行政、社会福祉協議会）
7‒3. 課題
　最後に、今後の課題を３点にまとめて述べておこう。
　第１に、本調査では把握し得ない項目や、これまでの
長久手市に関する既存の統計データ15）を利用し、地域福
祉計画策定を進める上での検討材料を増やすことであ
る。また、本稿では一部で行ったのみであるが、他の自
治体による地域福祉計画策定に向けての住民意識調査と
のさらなる比較検討が必要である。
　第２に、本調査の分析結果とともに、同時期に実施さ
れ、現在も継続中の福祉事業者や NPO、住民組織調査
結果や、学習会による議論の検討を踏まえ、実質的に機
能しうる地域福祉計画策定を進めることである。
　第３に、中・長期的な視点に立った調査による計画評
価である。認知度、評価、地域参加など数値目標に対応
した調査項目を引き続き利用しつつ、数年ごとに調査を
継続することで、地域福祉計画の進捗状況評価が可能と
なる。
注
１） 本稿は、調査の目的、データ解釈、提言を佐野が、調査データ
の集計・分析を松宮が行った上で、相互に調整したものである。
本稿の掲載にあたっては、長久手市福祉部の許可を得ている。な
お、調査データの集計・分析の詳細に関しては、佐野・松宮編
（2013）を参照されたい。
２） ただし、平成24年度長久手市市民意識調査では、長久手市の
30の基本方針の中で、「大学をまちづくりに生かしている」とい
う大学連携への期待は、他の施策に比べて低いものとなっている
（長久手市企画部企画政策課編，2012：101）。
３） たとえば、2012年に実施された日進市福祉コミュニティ意識
調査では世帯をサンプルとして抽出しているが、回答者の68.3％
が男性となっている。女性の回答者は「代理人」で世帯主の配偶
者が多い（愛知学院大学政策科学研究所，2012：3）。
４） 無効票の内訳は、破損が１票で、その他９票は長期不在、本人
の病気、障がい等の理由により、同居家族、担当施設職員から調
査不能という連絡をいただいたものである。
５） 選択式の回答欄で、こうした内容を示す回答が多く見られた。
６） 督促状の有無で、回収率が10ポイント弱変わることが明らか
にされている（大谷，2002）。
７） 詳細については、本稿では紙幅の関係で掲載できないが、コー
ド化による量的把握、内容ごとに分類した回答の抜粋を掲載して
いる報告書を参照されたい（佐野・松宮編，2013）。ここでは個
人情報にかかわるものや、公的な機関、関係者を除く特定の個
人、団体に対する意見については編集を加えた形で掲載してい
る。なお、本調査の集計と選択式回答のコード化・分類作業で
は、愛知県立大学大学院国際文化研究科千葉裕太氏、愛知県立大
学教育福祉学部社会福祉学科平尾優佳氏、杉屋菜穗氏に協力いた
だいた。上記メンバーに加え、データ入力作業では、飯田奈都美
氏、神田隼輔氏、神戸紗也佳氏、小出史織氏、竹嶋紗希氏、野澤
明日香氏、宮川育美氏、調査票発送作業では、鵜飼知美氏、坂本
祐子氏、田中里音氏、原田愛美氏、舩越響氏、吉岡美咲氏（いず
れも愛知県立大学教育福祉学部社会福祉学科学生）による協力の
もとで行われた。調査票発送・回収・入力・集計作業は、個人情
報保護のため、長久手市福祉部の管理の下、すべて長久手市役所
庁舎内で実施した。
８） 本調査の回答者の傾向は、平成24年度長久手市市民意識調査
の回答者属性と概ね同じ傾向であり、データの解釈を行う際に比
較検討することが可能となった。
９） 半田市の調査においても「特にない」が8.1％とほぼ同様の傾
向であった（半田市編，2009：7）
10） 地区別の独立の効果を測定するため、年齢をコントロールした
上で、東小学校区ダミー変数、市が洞小学校区ダミー変数の効果
について偏相関係数を用いて測定したところ、地域包括支援セン
ター認知では市が洞小学校区、社会福祉協議会認知、ボランティ
アセンター認知では東小学校区、市が洞小学校区両方の効果が認
められた。
11） 年齢をコントロールした分析では、民生委員・児童委員認知、
災害時要援護者登録制度認知、成年後見制度認知で東小学校区の
効果が認められた。
12） 年齢をコントロールした分析では、高齢者福祉制度評価、障が
い者福祉制度評価では東小学校区、市が洞小学校区両方、生活困
窮者制度評価では東小学校区、福祉サービス・事業評価、子育て
支援制度評価、保健・医療制度評価では市が洞小学校区の効果が
認められた。
13） もちろん、市民意識調査の回答という形で参加することがその
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本来の意味での住民参加ではなく、ここを過度に重視することに
よって社会調査としての性格をゆがめてしまうこともありうる
（大谷，2002：213）。しかし、社会調査がどのような形で活用さ
れるかという点からすれば、社会調査法としての厳密さを損なわ
ない形での多面的な効果を認めることも必要ではないだろうか。
14） 実際、本調査の自由回答では、次のような声が寄せられてい
た。「市民の意見が全く聞かれていないのは何故か。きかないの
にアンケートを取る意味はあるのかと思います」、「無差別アン
ケートにかかる費用を無くして、もっと意味のあることにお金を
使ってほしい」、「無記名アンケートもよいか？これでは責任ある
情報収集は疑問である。記名、期限、指摘事項への回答責任、な
にごとにも決り、約束事、規制等、主張と権利と義務を認識し、
聞く側には対応する責任を明確にして取り組むべきと考える」。
こうした意見に対する応答責任については、十分認識しておきた
い。
15） 長久手市を対象とした調査は、長久手市による市民意識調査
（長久手市企画部企画政策課編，2012）だけでなく、名古屋市立
大学人文社会学部現代社会学科編（2001）、愛知県立大学地域連
携センター・松宮朝・井戸聡編（2007）などがあり、地域活動へ
の参加など、いくつか活用しうるデータがある。
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